
第１　体系図

【整理番号】

5 公正の確保と透明性の向上 5

①定員管理の適正化 2－①

②給与の適正化 2－②

4－①

②多様な人材の確保 3－②

④民間委託等の推進

⑥第三セクター等の見直し 1－⑥

第４次越谷市行政改革大綱実施計画（集中改革プラン）

【具体的推進事項】【主要推進事項】

⑤地方公営企業の経営健全化 1－⑤

1 事務事業の見直し ①事務事業の整理合理化 1－①

1－④

②行政評価制度の充実 1－②

③環境に配慮した事務事業の推進 1－③

2 定員管理及び給与の適正化等

③福利厚生事業の適正化 2－③

②行政の情報化等の推進 4－②

3 人材の育成・確保 ①人材育成の推進 3－①

4 行政の情報化等行政サービスの向上 ①窓口等における対応の改善と行政サービスの総合化

6 経費の節減合理化等財政の健全化

②補助金等の整理合理化 6－②

③公共施設の適正配置と徹底活用 6－③

①経費の節減合理化 6－①
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第２　一覧表

№ 整理番号 取組名 所管課
(平成18年4月現在)

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

1 1-①
公用車の一部
集中管理

総務部総務
管理課

平成１９年度までに、現在、各課管理の車両
について、検討委員会を設置し管理体制の見
直しを行う。

～H19 ・車両の有効利用

2 1-①
重度心身障害
者手当支給制
度の改正

健康福祉部
障害福祉課

平成１８年度から、重度心身障害者手当支給
制度について、手当の支給対象範囲を拡大す
るとともに、県の要綱改正に伴い所得制限を
導入する。

H18～
・他の障害者福祉サービスの
充実
・経費削減

3 1-①
基本健康診査
事業の効果的
運営

健康福祉部
市民健康課

平成２１年度までに、基本健康診査事業につ
いて、その受診対象等のあり方を見直し、診
査結果に応じた治療や相談への取組が見られ
ない場合における以後の受診機会制限等の検
討も含めて、効果的な運営を推進する。

～H21
・健康診査事業費の適正使用
・経費削減

4 1-①
越谷市交通災
害共済の健全
運営

協働安全部
くらし安心
課

平成１９年度までに、交通災害共済保険料負
担事業について、対象者見直しの検討を行
い、新たな基準を策定する。

～H19
・運営の健全化
・経費削減

5 1-①
組織編成の見
直し

関係各課

社会経済情勢の変化に伴う行政課題や市民
ニーズに的確に対応するため、組織の簡素・
効率化を図り、機動的で効果的な業務執行体
制の整備を推進する。

- ・効率的で効果的な業務運営

6 1-③
環境に配慮し
た事務事業の
推進

環境経済部
環境保全課

平成１８年２月に策定した地球環境にやさし
い越谷市率先実行計画第２次計画に基づき、
市の施設や事業により排出される温室効果ガ
スの削減に引き続き取り組む。

～H22
・地球温暖化の防止と持続可
能な社会の構築
・経費削減

7 1-④

越谷市国際交
流協会に関す
る事務の見直
し

秘書室秘書
課

平成１７年度に、越谷市国際交流協会に関す
る事務について市が関与する範囲を見直し、
協会の自主運営を促進する。

H17
・市民との協働の推進
・人件費及び経費削減

8 1-④

男女共同参画
支援センター
における指定
管理者制度の
導入

企画部企画
課

平成２１年度までに、男女共同参画支援セン
ターの管理運営業務について、指定管理者制
度を導入する。

～H21

・施設機能の一層の発揮によ
る効果的な男女共同参画の推
進
・市民との協働の推進
・人件費及び経費削減

9 1-④
庁舎内の電話
交換業務の見
直し

総務部総務
管理課

平成２１年度からの庁舎内の電話交換業務に
ついて、再任用職員の活用や委託化を検討す
る。

H21～ ・人件費削減

10 1-④
バス運行業務
の見直し

総務部総務
管理課

平成１９年度末までに、市所有の中型バスに
ついて、廃車を含めて運行体制の見直しを行
う。

～H19 ・人件費及び経費削減
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№ 整理番号 取組名 所管課
(平成18年4月現在)

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

11 1-④
市斎場管理運
営業務のＰＦ
Ｉ

市民税務部
市民課

平成１７年度から、市斎場管理運営業務につ
いて、ＰＦＩ事業で実施する。

H17～
・財政支出の平準化
・人件費及び経費削減

12 1-④
地域活動団体
に関する事務
の見直し

協働安全部
地域活動推
進課
生涯学習部
体育課

平成２０年度までに、地域活動団体（地区ス
ポーツ・レクリエーション推進委員会、地区
コミュニティ推進協議会等）に関する事務に
ついて市が関与する範囲を見直し、団体の自
主運営を進める。

～H20
・市民との協働の推進
・事務の軽減

13 1-④
児童館運営の
見直し

児童福祉部
児童福祉課

平成２０年度までに、児童館運営の検討及び
見直しを行い、事業運営の効率化を図る。

～H20 ・経費削減

14 1-④
保育所の効果
的運営

児童福祉部
保育課

保育所の新設等について、公設民営又は民設
民営の推進を図るとともに、将来の保育ニー
ズを見極め、さらに見直しを図る。

-
・保育ニーズへの対応
・待機児童の解消

15 1-④
学童保育室の
効果的運営

児童福祉部
保育課

学童保育室の新設等について、公設公営のほ
か、公設民営又は民設民営を推進する。

-
・保育ニーズへの対応
・保育環境の改善

16 1-④
ごみ収集運搬
業務の民間委
託

環境経済部
環境資源課

平成１８年度からの分別収集化に伴うごみ
（資源物）収集運搬業務の委託化を進める。

H18～

・可燃物から資源物を分別収
集することによるごみの資源
化
・業務の効率的運営

17 1-④
養液栽培業務
の一部民間委
託

環境経済部
農政課

平成１９年度及び平成２０年度に、農業技術
センターの今後のあり方を検討しつつ、養液
栽培業務の一部について、民間に委託する。

H19
H20

・人件費削減

18 1-④
市民農園整備
業務の民間委
託

環境経済部
農政課

平成１９年度までに、市民農園の貸し付け業
務及び維持管理業務について、民間に委託す
る。

～H19 ・人件費及び経費削減

19 1-④
低温貯蔵庫管
理業務の民間
委託

環境経済部
農政課

平成２０年度までに、低温貯蔵庫の管理業務
について、民間に委託する。

～H20 ・経費削減

20 1-④

公共下水道に
おける水洗化
促進業務の民
間委託

建設部下水
道課

平成２２年度までに、公共下水道における水
洗化促進業務について、民間委託を進める。

～H22

・水洗化率の向上
（89．7％→91．0％）
・公共用水域の水質改善
・使用料金の増収による下水
道経営の健全化

21 1-④
公園等管理業
務の民間委託

都市整備部
公園緑地課

平成１８年度から、都市公園等の樹木剪定や
除草・清掃業務のうち直営で行っているもの
について、緊急的な対応が必要な部分を除
き、順次民間委託に切り替えていく。

H18～ ・人件費削減
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№ 整理番号 取組名 所管課
(平成18年4月現在)

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

22 1-④
児童遊園管理
業務の民間委
託

都市整備部
公園緑地課

平成２２年度までに、小規模な児童遊園の樹
木剪定や除草・清掃業務のうち直営で行って
いるものについて、自治会や緑化団体等に順
次委託する。

～H22
・市民との協働の推進
・人件費削減

23 1-④
市営住宅の管
理代行委託

都市整備部
建築住宅課

平成１９年度までに、市営住宅管理業務につ
いて、管理代行制度を活用し、埼玉県住宅供
給公社に委託する。

～H19 ・人件費及び経費削減

24 1-④
地域体育施設
の利用促進と
管理の充実

生涯学習部
体育課

平成２２年度までに、地域体育館の通年開館
等に伴う施設管理業務体制として、再任用職
員の活用を図る。

～H22

・利用日枠の拡大と安全管理
の確保
・施設の利用促進とサービス
の向上
・人件費及び経費削減

25 1-⑤
市立病院経営
健全化の推進

市立病院庶
務課

平成１８年度までに策定する「中長期経営ビ
ジョン」に基づき、運営体制を総合的に見直
す中で、収益性の向上と諸経費の削減に努め
つつ、効率的な医療提供体制を構築する。

H19～
・企業体としての健全性の確
保及び良質な医療サービス提
供の継続

26 1-⑥
出資団体等へ
の職員派遣解
消

企画部政策
経営課

平成１７年度末までに、市の出資団体等へ派
遣している職員について、派遣解消する。

H17
・各団体における主体的な経
営改革の促進
・人件費削減

27 2-①
定員管理計画
の策定

企画部政策
経営課

平成１７年度から平成２１年度までの５年間
で職員数について４．６％削減を目標とし、
その実現に向けて平成１７年度末までに、定
員管理計画を策定する。

H17
・円滑な定員管理
・人件費削減

28 2-②
給与水準の適
正化

総務部人事
研修課

職員の給与について、人事院勧告の内容を尊
重するとともに、国、他の地方公共団体、民
間事業所との均衡を勘案し、改定を行う。

-
・国、他の地方公共団体等、
社会情勢に適応した給与水準
の維持

29 2-②
特殊勤務手当
の見直し

総務部人事
研修課

平成１８年４月から、以下の特殊勤務手当に
ついて、廃止又は改正を行う。
○廃止→清掃作業手当ほか８手当
○改正→自動車運転作業手当

H18～ ・人件費削減

30 2-③
事務服貸与事
業の見直し

総務部人事
研修課

平成１９年度までに、事務服貸与事業につい
て、そのあり方を検討し、見直しを行う。

～H19 ・経費削減

31 2-③
職員観劇・ス
ポーツ観戦事
業の見直し

総務部人事
研修課

平成１９年度までに、職員観劇・スポーツ観
戦事業について、そのあり方を検討し、見直
しを行う。

～H19 ・経費削減
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№ 整理番号 取組名 所管課
(平成18年4月現在)

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

32 3-①
越谷市人材育
成基本方針の
具現化

総務部人事
研修課

平成１５年３月策定の「越谷市人材育成基本
方針」に基づき、各種研修の充実等を図り、
時代の変化に伴う行政課題に的確に対応でき
る職員を育成し、効率的で質の高い行政運営
を推進する。

-
・時代の変化に的確に対応で
きる人材及び組織づくり

33 3-②

人事管理制度
全般にわたる
検討及び見直
し

総務部人事
研修課

平成２２年度を目途に、人事管理制度全般
（研修、採用、昇任、人事異動、人事評価
等）について、本市の実情に応じた、効果的
で一貫性のある人事管理制度の確立・導入に
向け、検討及び適宜見直しを図っていく。

H18～
・職員個人の意欲と士気の高
揚及び組織の活性化による市
民サービスの向上への寄与

34 4-①
粗大ごみ受付
事務のサービ
ス向上

環境経済部
環境資源課

平成１９年度までに、粗大ごみ受付事務につ
いて、電子申請による利用率を高めるととも
に、資源化センター（リサイクルプラザ）で
の直接搬入受付を検討する。

～H19
・申請方法の多様化による市
民サービスの向上

35 4-②
内部共通事務
のシステム化

企画部情報
統計課

平成２１年度までに、職員の各種服務・給与
等関係申請や届出等に係る集約、集計、転記
等の内部共通事務について、電算システムの
活用による省力化を図る。

～H21
・事務の効率化
・人件費削減

36 4-②
文書管理シス
テムの構築

総務部文書
法規課

平成２０年度までに、文書管理システムを構
築し、段階的に運用を開始する。

～H20
・市民サービスの向上
・事務の効率化
・経費削減

37 4-②
道路設計業務
のＯＡ化

建設部道路
街路課

平成１９年度までに、道路設計図面作成等の
業務について、ＣＡＤソフトの導入によるＯ
Ａ化を図る。

～H19
・工事現場管理や市民対応の
充実
・経費削減

38 5-①
パブリックコ
メント手続制
度の制定

秘書室広報
広聴課

平成１９年度までに、パブリックコメント手
続制度を制定する。

～H19
・公正の確保
・透明性の向上

39 5-①
入札･契約に関
する情報提供
の充実

総務部契約
課

平成１８年度を目途に、入札･契約に関する情
報について、ホームページへの掲載・公表に
取り組む。

～H18
・公正の確保
・透明性の向上

40 6-①
使用料等の見
直し

関係各課

平成１７年度に策定の「使用料等のあり方に
関する基本方針」に基づき、使用料等の見直
しを順次行っていく。
○斎場、地区センター・公民館及び交流館使
用料（平成１７年度）/下水道使用料 （平成
１８年度）/住民票の写し等証明書手数料（平
成１９年度）/その他（順次）

H17～ ・受益者負担の適正化

41 6-①
配分予算方式
による庁内分
権の推進

企画部財政
課

平成２１年度までに、政策的経費を除く歳出
一般財源の部配分を実施する。

～H21

・弾力的、機動的及び効率的
な予算編成
・優先度の高い事業への予算
の重点配分

42 6-①
市税の収納率
向上と自主財
源の確保

市民税務部
納税課

平成２２年度までに、市税収納率の２．６６
ポイント向上を目指し、きめ細かで積極的な
徴収対策の強化を図る。

～H22 ・自主財源の安定確保
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平成１８年度追加取組

No. 整理番号 取組名 所管課
（平成18年4月現在）

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

1 1-①
消防委員会の廃
止

消防本部総
務課

附属機関である消防委員会については、消防の他
の制度を活用することにより、平成２１年度までに廃
止する。

～H21 ・簡素で効率的な組織機能の推進

2 1-④
養護老人ホーム
の運営の見直し

健康福祉部
高齢介護課

平成２１年度までに、介護保険施設との連携が可能
な社会福祉法人による養護老人ホームの整備・運
営を促進することに伴い、市立養護老人ホームを廃
止する。

～H21
・入所者の福祉の増進
・人件費及び経費削減

3 4-①
案内・受付業務
の見直し

秘書室広報
広聴課

平成１８年度及び平成１９年度に、市庁舎の案内・
受付業務について、再任用職員の活用による専任
のフロアマネージャー（総合案内員）を配置する。

Ｈ18
Ｈ19

・案内・受付サービスの充実
・人件費削減

4 6-①
赤山町共同住宅
の廃止

企画部財産
管理課

社会情勢の変化等に伴い用途が減少した赤山町共
同住宅について、平成１８年度に廃止し、売却する｡

H18
・経費削減
・自主財源の確保

5 6-①
教職員住宅の廃
止

教育総務部
総務課

教職員の確保を図る所期の目的を達成した越ヶ谷
教職員住宅について、平成１８年度にその用途を廃
止する。

H18 ・経費削減
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平成１９年度追加取組

No. 整理番号 取組名 所管課
（平成19年4月現在）

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

1 6-①
能楽堂の使用料
の見直し

生涯学習部
生涯学習課

日本文化伝承の館こしがや能楽堂の使用料につい
て、現状における受益と負担のあり方を踏まえて見
直し、平成２０年度から改定する。

H20 ・受益者負担の適正化

2 6-①
一部体育施設の
使用料の見直し

生涯学習部
体育課

一部体育施設の使用料について、現状における受
益と負担のあり方を踏まえて見直し、平成２０年度
から改定する。

H20 ・受益者負担の適正化

3 6-③
おがの山荘の廃
止

健康福祉部
国民健康保
険課

市民保養施設おがの山荘について、その利用状況
や財政負担のあり方等を踏まえ、平成１９年度限り
で廃止する。

H19 ・経費削減
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平成２０年度追加取組

No. 整理番号 取組名 所管課
（平成20年4月現在）

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

1 1-④
しらこばと職業セ
ンターの効果的
運営

健康福祉部
障害福祉課

障害者自立支援法に基づく新たなサービス体系へ
の移行に向けて、平成２１年度及び平成２２年度に、
知的障害者通所授産施設しらこばと職業センターに
おける作業指導業務等の一部について、段階的に
民間事業者の職員を配置する。

H21
H22

・新体系サービスへの円滑な移行
・就労支援機能の充実
・人件費削減

2 1-⑥
外郭団体に対す
る取組指針の策
定

企画部政策
経営課

市が出資等を行っている外郭団体について、そのあ
り方や市の関与のあり方を検討するための取組指
針を平成２０年度に策定する。

H20

・各団体の健全経営促進による効
率的で効果的な公共サービスの
安定供給及び向上
・市の関与の適正確保
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平成２１年度追加取組

No. 整理番号 取組名 所管課
（平成21年4月現在）

実施内容
実施
目標
年度

期待される効果

1 1-④
市斎場における
指定管理者制度
の導入

市民税務部
市民課

ＰＦＩ事業で実施している市斎場の管理運営業務に
ついて、平成２２年度から、さらに指定管理者制度を
導入する。

H22
・市民サービスの向上
・人件費削減
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